
Ⅴ有効性や効率性の向上の可能性があると判断した事務事業⇒④受益者負担の見直し

⑤-2理由

1
土木建
設課

3321
急傾斜地崩壊
対策事業

自
治
事
務

効
率
性
向
上
の
可
能
性

急傾斜地崩壊対策工事等にかかる受
益者（地権者および土地利用者等）に
対する費用負担の検討

あ
る

受益者に対する費用負担を導
入するにあたっての市民の理
解
また，それに伴う条例または要
綱等の整備

Ⅴ有効性や効率性の向上の可能性があると判断した事務事業⇒⑤類似事業との統合・役割見直し

該当なし

Ｖ－④受益者負担の見直し

⑤-3課題

整理
№

課名 事業CD
事務事業
名称

1


